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沿岸漂着ゴミ由来のバイオメタノールによる
沿岸域水産施設への熱・電力・燃料併給の可能性の検討

石田武志

Feasibility study of combined heat, power, and fuel supply 
system using bioethanol derived from marine debris for 

coastal fisheries facilities

Takeshi Ishida

Abstract : The author has previously developed and published energy and resource flow models focusing on the 
post-collection process of marine debris. These models were designed to examine the technical and economic 
feasibility of establishing businesses with energy systems. One of the previous studies examined the economic 
feasibility of a microgrid system combining a styrene oil conversion device from drifted styrofoam and a 
cogeneration system (CGS). The current study focuses on the “biomass gasification furnace and methanol synthesis 
furnace” technology, which has a proven track record with woody biomass. If this methanol synthesis furnace 
could be applied to drifting marine debris, it would be an option for providing energy to coastal facilities. In this 
study, an energy flow model was developed that can easily calculate the energy flow of a methanol synthesis 
furnace, CGS, and fuel supply system using biomethanol obtained from coastal biomass such as marine debris. If 
only marine debris is taken into account, the amount of biomass will be insufficient. For this reason, discarded fish 
and food residues from fishing ports and fish processing plants were also evaluated. Furthermore, this biomethanol 
can be used together with waste cooking oil to synthesize biodiesel fuel (FAME), enabling various applications 
including marine fuel. Using this energy model, the potential for energy self-sufficiency for coastal fisheries facilities 
(fishing ports, fish processing plants, and fishing boats) was calculated. The calculation results show energy self-
sufficiency as a function of changes in biomass volume. However, they also found it difficult to be self-sufficient in 
electricity, heat, and fuel at the same time. Additionally, an optimization model was developed to determine the 
optimal size of the CGS, demonstrating the potential to improve the energy self-sufficiency of coastal fishery 
facilities.

Key words : marine debris, bio-methanol, bio-diesel fuel, FAME, cogeneration system (CGS), system simulation 
model, optimization model

緒　　言

沿岸漂着ゴミの状況
　マイクロプラスチック等の海洋プラスチックゴミの問題

がクローズアップされ，廃プラスチックが海洋生態系へ与

える影響の調査や，プラスチックゴミの削減への取り組み

が始まってきている。しかし，既に海洋に放出された廃棄

物は膨大な量と考えられ，九州東シナ海側や北海道東部の

離島では，沿岸部が大量の漂着ゴミで埋まる状況も続いて

いるなど，沿岸部での漂着ゴミの問題解決には長期間の取

り組みが必要である。2009年 7月には「美しく豊かな自然

を保護するための海岸における良好な景観及び環境の保全

に係る海岸漂着物等の処理等の推進に関する法律」 (海岸

漂着物処理推進法) が施行され，漂着ゴミの発生抑制や回

収処理が進められている1) 。しかし日本全国に漂着するゴ

ミの総量は，環境省報告書2)の推計によれば，約22 ～42 

万 t (2015年時) であると報告されている。また回収につい

ては，環境省報告書3)によれば，令和４年度 (2022年度) 海
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岸漂着物地域対策推進事業による漂着ゴミの回収重量の合

計は 54,264 t，清掃延べ距離は16,742 km であり，多くの

漂着ゴミは回収されていない状況であると考えられる。さ

らに令和４年度の全国の漂着ゴミ組成調査結果の集計結果
3)によると全国で 123,898個 (7,939 kg) の漂着ゴミ (人工物) 

が回収・処理され，人工物の占める割合が大きい上位 10 

位を整理した結果，10 品目は全てプラスチック (発泡スチ

ロールを含む) であった。このうち発泡スチロールは漂着

したのち，波力などで破砕され，そのプラスチック片が沿

岸部岩場の間に堆積し，集計にカウントされていないもの

も多くあると考えられる。そしてこのプラスチック片の破

砕が進むと，5 mm以下のマイクロプラスチックとなると

考えられている。近年，マイクロプラスチックによる生態

系への影響が懸念されるようになり，その実態調査や海洋

へのプラスチックの流出を防ぐ対策も近年始められている
2)。 

　これに加え，回収された漂着ゴミの処理についても課題

が残されている。特に離島においては島内処分施設の不整

備のため島外処理を行う必要があり，島外への運搬費が非

常に高くなる。対馬市の事例では，1.05 m3の袋1袋当たり，

島外への運搬費が約1万円と報告されている4)。このように，

漂着ゴミの回収・処理においては補助金に頼る部分が多く，

回収量や事業の継続性は，補助金の規模により決まる形と

なる。補助金が不足した場合，回収が進まなくなると共に，

回収されたゴミについても，最も費用がかからない山間地

への埋立て処分方式になることが危惧されている。漂着ゴ

ミは塩分や化学物質を吸着している場合が多く，そのまま

山間地に埋め立て処分を行うと，土壌汚染などの2次汚染

につながる可能性も考えられる。このため今後は，浮遊状

態も含めた漂着ゴミの効率的な捕捉・回収技術と，事業採

算性を踏まえた処理・再資源化システムを検討していくこ

とが必要である。

沿岸ゴミの処理技術についての検討経緯
　筆者は，漂着ゴミの回収について，特に回収後の再資源

化処理のプロセスに注目して，事業として成立するための

技術的，制度的，経済的条件をエネルギー・資源フローモ

デルなど様々な数理モデルを構築して検討してきている。

2018年には，漂着発泡スチロールの油化装置とコージェネ

レーションシステム (CGS) ，太陽光発電を組み合わせた

マイクログリッドによる経済性の最適化モデルの検討を

行った5)。このモデルによりスチロール油化装置からのス

チレン油がCGSの経済性を向上させ，その利益を，漂着ゴ

ミ回収へと投じることで，経済的な自立性を確保しつつ資

源循環が成立できる可能性を示すことができた。

　また2021年には，様々な変動要因下においても漂着ゴミ

回収が長期的にかつ経済的に継続されるシステムの稼働方

策を導出できる基礎モデルを構築するために，深層強化学

習の一つである深層Q学習 (DQN) の手法を検討した。具

体的には，一定規模の漂着ゴミを削減していくために，

CGSから生み出される利益を，システムの運用上のどの部

分 (CGS容量の拡張，漂着ゴミの回収の推進，利益のストッ

クなど) に投入すれば，短期間でより多くの漂着ゴミの処

理が可能なのかについて検討した6)。

　さらに2023年には，マイクログリッド・エネルギーをひ

とつのエージェントとして考え，そのエージェントが地域

のバイオマス資源を「捕食」しながら，電力と熱エネルギー

を「創出」していく単位として考え，電力と熱をバランス

良く消費できる場所に「生息」して，「増殖」していくと

いうプロセスをマルチエージェント型のシミュレーション

モデルとして考案した7)。 このモデルを用いて，地域に広

がった複数のバイオマス資源とエネルギーシステムを自己

組織的に連携させることにより，地域全体が循環型社会へ

移行していくプロセスの基礎をシミュレーションすること

ができた。

　また筆者らとは別に，漂着ゴミの再資源化については，

発泡スチロールの油化装置の導入などが長崎県対馬市や沖

縄県鳩間島などで試みられている8)。油化されたスチレン

油は，油化装置の加熱用燃料に用いられるとともに，重油

などと混ぜ合わすことで燃料として利用できる。また輸送

費がかさむ発泡スチロールは，植物油を用いた脱塩・減容

化技術の開発がKawahara et al.9) やYamaguchi et al.10) に

より行われ，容積を1/50程度にできると報告されている。

しかし漂着ゴミの効果的な処理を行う技術開発はこれら以

外はあまり行われていない状況である。漂着ゴミ中のプラ

スチックの再使用が進まない原因の一つが，プラスチック

に付着している汚れや海特有の臭いである。この海特有の

臭いは洗浄するだけでは落ちず，再生利用の過程でも臭い

が落ちない状況となっている。 Ishida11)は，沿岸漂着発表

スチロールゴミの油媒によるリサイクル過程において，魚

の臭い成分が植物油に移行するかどうかを，ハンセン溶解

度パラメータにより評価を行っている。

　一方で海洋漂着ゴミをエネルギー資源として再利用する

取り組みは，いくつかの事例や研究があり，例えば官民の
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取り組みとして「クリーンオーシャンプロジェクト2050」

が進行中であり，漂着プラスチックゴミをエネルギー資源

として活用するシステムが検討されている。これは，漂着

プラスチックを圧縮しペレット化して燃料として利用する

樹脂ボイラー実証実験を行い (2016年)，東町漁業協同組合 

(鹿児島県長島町) にて，廃フロートをペレット燃料にして

水産加工 (ワカメの湯通し作業) に必要な90～95℃のお湯

の供給に成功している12)。また北海道では，海岸漂着物の

リサイクルモデルが検討され，特に流木のリサイクルに焦

点を当て，流木を燃料として利用するための処理方法が模

索されている13)。沖縄県竹富町では，漂着した発泡スチロー

ルを油化するプロジェクトが実施されており，発泡スチ

ロールを移動式油化装置で処理し，スチレン油に変換して

いる。このスチレン油は，焼却炉やディーゼルエンジンの

燃料として利用可能でであり，実証実験では104 kgの発泡

スチロールから74 Lのスチレン油が生成されたと報告され

ている13)。

研究目的
　以上のように漂着ゴミについては回収後の処理について

もコストがかかる状況であり，筆者らは，それらのゴミか

らエネルギーを回収するなどにより少しでも経済性が確保

できる可能性を探ってきている。本研究では，木質系のバ

イオマスなどで既に実績のある「バイオマスガス化炉＋メ

タノール合成炉」 (以下バイオメタノール合成炉) に注目し

て，これらの技術によるエネルギー回収の可能性について

試算を行った。バイオメタノール合成炉については，海洋

漂着ゴミ (プラスチック，バイオマスゴミ) の処理を行っ

た事例は確認できていないが，技術的には可能であると考

えられる。この技術が利用できれば海洋漂着ゴミからバイ

オメタノールの合成が可能となるとともに，このバイオメ

タノールは廃食油と共に用いてバイオディーゼル燃料

(FAME) の合成も可能になるなど，船舶燃料を始めとして

様々な用途に用いることができる。また同時に，沿岸の水

産施設から生じる廃棄魚や食品残渣なども同時に処理する

ことが可能であると考えられる。

　メタノールの利用については，ノーベル化学賞を受賞し

たジョージ・オラー氏が「メタノール経済社会」を提唱し

ている14)。これはエネルギーの媒体としてメタノールを中

核とする概念である。近年，メタノールは，基礎化学品と

しての幅広い用途や，船舶・ボイラー燃料などの用途への

展開ができるなどの点から注目されている。沿岸部の漁港

や水産加工施設からの食品廃棄物や廃棄魚などのバイオマ

スも含めてバイオメタノールを製造することが可能となれ

ば，バイオメタノール合成プロセスによる漁港・水産施設

のエネルギー自給を達成するとともに資源循環も実施でき

るシステムを構成することが可能であると考えられる 

(Fig. 1)。本研究は，沿岸水産施設において，漂着ゴミや

水産系廃棄物から製造したバイオメタノールを用いて，漁

港や食品事業所，漁船などへの熱・電力・燃料併給システ

ムの可能性を検討したものである。

バイオメタノールの沿岸水産施設・船舶での利用
可能性
　バイオマスからメタノールの合成は，バイオマスの熱化

学変換により，「バイオマスのガス化・メタノール合成プ

ロセス」で製造される。有機物であるバイオマスをガス化

炉により，CO，CO2，CH4とH2に転換したのち，メタノー

ルを合成するものであり，このプロセスは，バイオマスの

種類を選ばず，メタノールの収率が高いという特徴がある。

国内では新エネルギー・産業技術総合開発機構 (NEDO) 

などの主導により試験炉がつくられ，長崎バイオメタノー

ル事業15)などのように，商業生産も開始されている。

　漂着ゴミや水産系廃棄物を利用したバイオメタノールの

合成の実績はまだ報告されていないが，沿岸部や漁港など

から出る有機物を利用したバイオメタノール合成プロセス

が可能となれば，Fig. 1のように沿岸部の漁港・水産施設

のエネルギー供給を実現するとともに資源循環が実現でき

るシステムを考えることができる。Fig. 1に示すようにこ

のシステムで生成されたメタノールは，以下のような様々

な用途に利用するこができる。

1 ) バイオマスガス化炉からのH2＋COは，メタノールを

合成するだけではなく，直接燃焼してエンジンを稼働

させて発電したり，燃料電池の発電燃料として利用で

き，漁港や水産加工場の電力の自給が可能となる。

2 ) メタノールは小型漁船の燃料であるガソリンや軽油に

直接添加することも可能であり，燃料費の削減が可能

である。またメタノール自動車の燃料としても利用でき

る。近年メタノールは船舶の主燃料として注目されてき

ている。例えばトヨタ自動車の子会社のトヨフジ海運 

(愛知県東海市) は，メタノールを主燃料に使う自動車運

搬船2隻を2027年度に導入すると発表している16)。既存

の化石燃料で稼働する船舶と比較し，二酸化炭素 (CO2) 

排出量を約20％削減できると報告されている。
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FFiigg..  11.. 石田 横 17cm
Fig. 1.  Network for the utilization of biomass methanol in coastal areas.
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3 ) 水産加工場から出る廃食油とメタノールを利用する

ことにより，バイオディーゼル燃料 (FAME) を生成す

ることが可能であり，中大型漁船にA重油代替燃料と

して供給することもできる。さらに超臨界メタノール

との反応を利用すると石けんなどの副生成物なしでバ

イオディーゼル燃料が精製できる研究17)も行わている。

4 ) バイオマスガス化炉から出る最終的なスラグも，セ

メント材料として用いることができ，沿岸部土木工事

や漁場形成などに利用することができる。

5 ) メタノールは様々な化学製品製造の起点となる基礎

物質であり，プラスチックの精製など，様々な工業材

料を製造することができる。

6 ) メタノールを栄養源とするC1微生物によるタンパク

質の精製も，海外では技術的な事業例があり，養殖用

の餌として大豆などの合成試料に添加することができ

る8)。

7 ) メタノール燃料電池の発電燃料として利用でき，漁

港や水産加工場の電力の自給が可能となる。

　このように，メタノール合成炉は，漁港や沿岸水産施設

のエネルギー自給やゼロエミッション化を可能にするだけ

ではなく，化学基礎製品や人工飼料もつくりだすことがで

きる可能性がある。

バイオメタノールによる熱・電力・燃料併
給システムシミュレーションモデルの構築

検討対象のシステム
　本研究では，沿岸水産施設 (漁港， 水産加工場， 漁船) に

おける電力・熱・燃料を併給するFig. 2に示すバイオメタ

ノールシステムについて，定量的な検討を行うための基礎

的なエネルギー・物質フローモデルを構築した。システム

は主として，メタノール合成炉，バイオディーゼル油製造

装置，CGS (コージェネレーションシステム) の3つより構

成されるシステムを対象とした。そして沿岸水産施設に対

して，エネルギー供給の自給率の向上の観点から定量的な

検討をした。また本検討では，エネルギー需給のバランス

の視点で考察を行い，経済性の評価は将来の課題としてい

る。　

　本研究では漂着ゴミをバイオマス資源として利用するこ

とを目指しているが，投入される資源としては木質系の漂

着ゴミのみでは，回収量が少なくメタノール合成炉を稼働

できる規模にはないと考えられるため，水産施設から生じ

る食品残渣や廃棄魚もバイオマス資源として検討対象とし

22
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Food Factory→

Food Factory→

700-800℃ ＋CO Gas
Coast→

Fishing port→

ｈ/year

Fig. 2.　Flow diagram of the energy system to be analyzed and evaluated.
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た。これにより水産施設からの廃棄物もエネルギー資源と

して有効に利用できる可能性を検討できると考えられる。

また漂着ゴミのうち発泡スチロールなどのプラスチック系

のゴミについてもバイオマス資源ではないが、漂着ゴミの

処理という視点からメタノール合成炉に投入すると設定し

た。

システム構成要素の設定

バイオマス投入系の設定

　想定したエネルギーシステムに投入されるバイオマス資

源は，水産加工工場から出る食品残渣，漁港から出る廃棄

魚，漂着ゴミ (プラスチック系，木質系) とした。食品残

渣と廃棄魚の設定は，モデル食品工場の設定，およびモデ

ル漁港の設定の部分に示す。

　漂着ゴミは，沿岸距離に対する回収量を以下に示す方法

により推計した。環境省の平成 30 年度の海洋漂着ゴミの

調査18)において，2018年度の全国の回収重量と清掃延べ距

離の関係式が提示されており，回収量y (t) = 4.674 × 回収

延べ距離x (km)  +  268.13と報告されている。この式は距

離が100 kmオーダーの相関式であり，これに直接x = 1を

代入して1 km当たりの回収量を求めると誤差が大きくな

ると考えられるため，100 kmの推計値を100で割ることに

より，沿岸1 km当たりの回収量の原単位を求め，7.36 t/ 

kmが得られた。仮に沿岸10 kmを想定すると，海洋ゴミ

の回収量は，7.36 t/km ×10 km ＝ 73.6 t/年となる。また

同調査19)において，下関などのいくつかの地域の回収ゴミ

の分類別重量や構成比が示されている。これからいくつか

の地域の一般的な漂着ゴミの規模や組成をまとめると

Table 1のようになる。下関などでの回収ゴミのうち，プ

ラスチックと木材系をあわせると8割から9割程度となるこ

とが読み取れる。このため，本推計では回収ゴミのうち，

バイオマス資源として利用できるものは8割として，沿岸

10 km 当たりのバイオマス系の漂着回収ゴミは73.6 t/年 

× 0.8 ＝ 58.9 t/年となる。これより，本推計では10 km長

の海岸の平均回収量は58.9 t/年としてエネルギー収支の計

算に用いた。仮に10 km長の海岸の漂着ゴミの平均回収量

は58.9 t/年をバイオメタノール反応炉に投入すると，次に

示すバイオメタノール合成炉の製造原単位0.2 t-メタノー

ル/ｔ-バイオマスより，58.9 t/年 × 0.2 ＝ 11.8 t-メタノー

ル/年となる。この規模ではメタノール合成炉を常に稼働

させるためのバイオマス量の規模とはならないため，水産

加工工場から出る食品残渣，漁港から出る廃棄魚を加えて

推計を行った。

バイオメタノール反応炉の条件

　バイオマス熱分解炉およびメタノール合成炉により，バ

イオマス1トンから得られるバイオメタノール量の調査を

行った。バイオメタノールの生産量は，いくつかの実働プ

ラントにおける投入バイオマス量とメタノール産出量の

データから，バイオマス当たりの生産量の原単位を求めた。

Table 2は2つのバイオマスプラント (事例１は京都バイオ

サイクルプロジェクト20) ，事例２は三菱重工業21) ) におけ

るメタノール製造量の事例である。これらの実績より，バ

Table 2. Example of methanol production volume in biomass 
plants

Table 1. Size and composition of marine debris in 
Japanese some regions
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イオマス当たりの生産量の原単位 (重量収率) は0.1～0.2程

度であると推計できる。

　Table 2の調査結果より，バイオメタノールの製造原単

位 (バイオマス１トンに対するバイオメタノールの製造量) 

の設定としては，0.2ｔ-メタノール/ｔ-バイオマスを本研

究では採用した。 

　

バイオディーゼル油製造の設定

　バイオマスからバイオディーゼル燃料を生成する技術に

は，以下のようなものがある22,23)。

1 ) FAME (Fatty Acid Methyl Ester, 脂肪酸メチルエステ

ル) : 廃食油などを原料として製造される最も一般的なバ

イオディーゼル燃料であり，既存のディーゼルエンジン

でそのまま使用できるため，導入が容易である。この中

には菜種油などの植物性油脂をメチルエステル化して，

ディーゼルエンジン用燃料を得る技術や，家庭の使用済

みてんぷら油を回収し，バイオディーゼル燃料を製造す

る技術も存在している。

2 ) HVO (Hydrotreated Vegetable Oil，水素化処理油) : 植

物油を水素化処理して製造されるバイオディーゼル燃料

であり，FAMEよりも安定性が高く，低温での流動性も

優れている。

3 ) SVO (Straight Vegetable Oil) ：植物油をそのまま燃料

として利用するもので，バイオディーゼル燃料の一種で

ある。主に廃食油などが利用され，精製処理を最小限に

とどめることで，製造コストを低く抑えられる点が特徴

である。

　本研究では廃食油からバイオディーゼル燃料を製造する

最も一般的な技術であるFAMEを推計の対象とした。

FAMEを生成する一般的な方法は以下の通りとなる。

①  原料となる廃食用油の準備 (使用後の食用油や飲食店

などから回収)。

②  エステル交換反応：廃食用油にメタノールを反応さ

せる。これにより，廃食用油の主成分であるトリグリ

セリドが低分子化され，粘度の低い脂肪酸メチルエス

テル (FAME) へと変換される。このFAMEがバイオ

ディーゼル燃料として利用できる。

③  副産物の除去：エステル交換反応の過程で生成され

る副産物であるグリセリンを除去する。

④  精製：生成されたバイオディーゼル燃料をさらに精

製し，不純物を取り除く。

⑤  品質確認：最終的に得られたバイオディーゼル燃料

の品質を確認する。

　以上の工程を経て，廃食用油からバイオディーゼル燃料

が生成される。ただし，具体的な製造方法や条件は，使用

する設備や原料の種類，品質などにより異なる。廃食油に

対する，メタノールの使用量，バイオディーゼル燃料の製

造量の比率としては，植田油脂株式会社24) による情報を

基にまとめたTable 3の値を用いた。また廃食油の回収量

については統計的なデータが得られなかったため，モデル

食品工業あたり月10 tとして年間120 t/年と仮定して計算

を行った。

　

コージェネレーションシステム (CGS) の設定

　CGSはエンジン式のものと燃料電池式のものがあるが，

本推計ではエンジン式のものを想定し，発電規模は，100 

kW程度，発電効率0.4 (低位発熱量基準)，排熱回収効率0.3 

(低位発熱量基準)，年間稼働時間3,000 hのシステムを考え，

バイオメタノールで駆動するとした。最適化モデルにおい

てはCGS 発電容量を変数とした。

Table 3. Biodiesel production ratio*

Table 4.　Specifications of the model food factory
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　現在メタノールでエンジンを駆動するCGSの事例はほと

んどないと考えられるが，船舶燃料において，North-C-

Methanolプロジェクト25)など，メタノールを船舶燃料とし

て利用することが計画されるなどしており，CGSでのメタ

ノール利用に関しては技術的障壁は低いと考えられる。ま

た，メタノールを燃料とする燃料電池は現在までの多くの

実証や製品化の事例があり，比較的小型のものが多い。具

体的な事例としてはSFC Energy AG社の直接メタノール

型燃料電池26)などがある。メタノール燃料電池によるCGS

も技術的に可能であると考えられる。

モデル漁港の設定

　一般的な規模の漁港として，高知県の田ノ浦漁港につい

て文献27,28)を参照し，漁港の電力消費量，漁獲量，船舶数

を把握し，これをモデル漁港として，本計算では使用した。

この漁港での年間電力消費量は1,550 GWh/年 (平成22年) 
27)である。廃棄魚は漁獲量12,847 t28)と廃棄率9.1％29)から

1,169 t/年と設定した。

モデル食品工場の設定

　平均的な規模の水産食品工場の想定として，消費エネル

ギーについては「令和4年度エネルギー消費統計調査」30)の

食品製造業の1事業所当たりの数値を用いた (Table 4)。生

産量については，「2022年経済構造実態調査　製造業事業

所調査 (品目別統計表データ) 」 [１．製造品に関する統計表，

第１表　品目別出荷及び産出事業所数 (全事業所)]31) の鯖缶

詰，まぐろ缶詰の出荷数量と事業所数のデータから，事業

所当たりの生産量を算定した (Table 4)。食品残渣量は，生

産量，食品残渣率から99 t/年と推計した。食品残渣率は，

「食品製造業の食品ロス削減対策に対する調査事業」報告

書【概要版】32) の記述「冷凍食品製造業全体では「製品生

産量」に対するロスの発生率は合計で3.5％となった。」よ

り3.5％を利用した。

漁船の燃料消費量

　水産庁の研究調査において，いくつかの漁船の実態調査

が「沖合漁船の動力構成および燃料消費実態の調査」33) に

まとめられており，漁船の燃料消費量の実績として，沖合

底びき網漁船 (板びき 105 GT，A 丸) の月別燃料消費量な

どが掲載されているが，これを集計して，年間のｔ数に変

換すると，658 t/年 (A重油) となる。このほかに沖合底び

き網漁船 (かけまわし 144 GT，B 丸)，大中型まき網漁業

網船 (北まき 199 GT，C 丸)，大中型まき網漁業網船 (遠

まき 199 GT，D 丸) の実態調査結果が掲載されている。

しかしこの調査では特定の漁船の実績のみで，これらの数

値を漁船全体に一般化したデータとして取り扱うことが難

しい。

　本研究では，漁船における燃料使用量は，経済産業省が

PRTR (Pollutant Release and Transfer Register; 化学物質

排出移動量届出) 制度のもとで推計・公表しているものを利

用した34)。 Table 5に漁船の大きさ別の燃料消費量を抜粋し

たものを示す。この推計では，「沿岸漁船 (12 海里以内) 」

及び「沖合漁船 (12～200 海里) 」のみが推計対象となって

おり，「主たる操業水域が陸地から 200 海里以遠である遠

洋漁業の漁船」については，推計の対象外とされている。

　

システムシミュレーションの設定

　Fig. 2のシステム構成について，各構成要素の入出エネ

ルギー量の計算を行うためのExcelによるシステムシミュ

レーションシートを作成した。シートの概観をFig. 3に示

す。このシートによりバイオマス投入量に対して，メタノー

ルの製造量，さらにそれから派生的に生成される，電力，

熱，バイオディーゼル油の量が簡易に計算できるものと

なっている。

　シート上に入力項目として，食品残渣量，漂着ゴミ回収

量，廃棄魚量，廃食油量，CGS発電容量を設定すると，バ

イオメタノール生産量，それによるCGS発電量，熱回収量，

バイオディーゼル燃料量が算出される。CGSと漁船のバイ

オディーゼル燃料に利用されなかったバイオメタノール

は，食品工場の燃料として利用するとしている。

最適化モデルの設定

　Fig. 3のシステムシミュレーションシートを基礎とし

て，Excelのソルバーを用いた最適化モデルもあわせて構

築した。システムシミュレーションの設定でCGSを稼働さ

せた場合，CGSから回収される熱を食品工場だけでは使い

きれず余ってしまう可能性があり，全体のエネルギー効率

が低減してしまう。しかし電力，熱，燃料をバランスよく

供給するためのCGS容量などを決定することが困難であ

る。このためモデル漁港とモデル食品工場に対して，どの

程度の規模の食品工場 (本推計でのモデル食品工場がいく

つ分) と漁港 (本推計でのモデル漁港がいくつ分) があれ

ば，エネルギー需給がバランスするか，自給率を高く保つ

ことができるかを推計できる最適化モデルを構築した。こ
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Table 5.　Estimated fuel consumption per fishing vessel in 2022
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Fig. 3.  Overview of system simulation sheets.
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れにより，沿岸水産施設の需要の変動に対応できるシステ

ムが構築できるかの検討を行うことができる。最適化モデ

ルの概要は以下の通りである。

 (目的関数) 自給率の合計の最大化

　自給率の合計 ＝ 電力の自給率 × α ＋熱の自給率 × β 

＋ 燃料の自給率 × γ

　　電力の自給率 ＝ CGS電力発電量 

/ 電力消費量 (食品工場＋漁港) 

　　熱の自給率　＝ CGS熱回収量 

/ 熱消費量 (食品工場) 

　　燃料 の自給率 ＝ バイオマス燃料量 (CGS，バイオ

ディーゼル燃料の生産の分を除いた量)  

　　　　/燃料消費量 (食品工場) 

　 　ただしα，β，γはどの自給率を重視するかの重み係

数 (標準ケースではそれぞれ１を設定した)。

 (制約条件) 

　　変数は全て非負数という条件に加え，以下を設定

 0.5 ≦ 工場規模 ≦ 10 

 0.5 ≦ 漁港規模 ≦ 10 

 CGS容量 ≧ 50 

 エネルギー自給率 (電力) ≦ 1.2 

 エネルギー自給率 (熱) ≦ 1.2 

 余剰 熱量 ≦ 0 (ケース３のみで設定；ケースの詳

細は最適化モデルの結果で提示) 

　(最適化ソルバー ) GRG非線形

定量的評価の結果とまとめ

システムシミュレーションの結果
　以上に述べた条件の設定値に基づいてシステムフロー計

算を行った結果はTable 6，Fig. 4のとおりである。これよ

り，生産できるバイオメタノールは，189 t/年であり，

100 kWのCGSで消費されるバイオメタノールは134 t/年

であり，300 MWh/年の電力と810 GJ/年の熱を生み出す

ことが可能である。また年間120 tの廃食油からバイオ

ディーゼル油を生成した場合，24 tのメタノールを消費し，

84 t/年のバイオディーゼル油を精製できる。これは100ト

ンクラスの漁船の年間燃料消費量297 t/年に対して，28.3 

％に相当する。Table 6より電力全体の自給率は14.5％と

なり，モデル工場，モデル漁港の規模に対しては，一部の

電力の代替にとどまることがわかる。

　Table 7は，漂着ゴミ回収量，CGS発電容量，食品工場，

漁港の規模をそれぞれ変化させた場合のシミュレーション

Fig. 4.  Flow diagram of input resources and energy production (standard case).



120 石田武志

モデルの計算結果を示す。漂着ゴミを回収する沿岸の延長

を長くした場合は，漂着ゴミ量が大きくなるためバイオメ

タノールの生産量は増加するが，CGSは発電容量が変わら

ないので発電量，熱量とも同じになり，自給率は変化しな

い。食品工場の燃料供給が100％を超え，メタノールが余

ることがわかる。また，投入される廃食油量が変わらない

ので，バイオディーゼル燃料の生産量も同じであり，自給

率も同じとなる。

　標準ケースに対して，CGS発電容量を150，200 kWと大

きくした場合，電力の自給率が向上するとともに，CGSか

らの熱の供給も増加し，自給率が100％を超える状態とな

るが，CGSの稼働でほとんどのバイオメタノールが消費さ

れるため，食品工場への燃料としての供給は不足してしま

う状況となる。

　食品工場の規模をそれぞれ2，3倍とすると，それにとも

ない食品残渣，廃食油量が増加するため，メタノール生産

量も増加するが，CGSの発電容量が変わらないため，電力

と熱の自給比率は変化しない。一方で廃食油の量が増える

ため，バイオディーゼル燃料の生産量も増加し漁船への燃

料供給比率も増加する。逆にバイオディーゼル燃料の生産

にメタノールが消費されてしまうため，食品工場への燃料

の供給比率が低下してしまう。

　漁港の規模をそれぞれ2，3倍とすると，それにともない

廃棄魚が増加するため，メタノール生産量も増加するが，

CGSの発電容量が変わらないため，電力と熱の自給比率は

変化しない。廃食油の量も同じなので，増加したメタノー

ルは食品工場の燃料用となるが，自給率が100％を超え，

余剰となることがわかる。

最適化モデルの結果
　CGS発電容量，モデル漁港の数 (規模)，およびモデル食

品工場の数 (規模) を変数として，エネルギー自給率の合

計が最大になるように最適化計算をした結果をTable 8に

示す。

標準ケース；  エネルギーフロー計算の標準ケース (Table 

8のBase Case) 

ケース１　；  最適化モデルの計算結果 (α＝ 1, β＝ 1, γ＝ 1) 

ケース２　；  目的関数において，電力の自給率に重み (α

＝ 50) をかけた場合 (α＝ 50, β＝ 1, γ＝ 1) 

ケース３　；  熱供給がバランスするように余剰熱がでない

ような制約をかけた場合 (α＝ 20, β＝ 1, γ＝ 1) 

　最適化の結果，ケース１ではモデル食品工場0.5個，モ

デル漁港2.9個，CGS容量81 kWで，自給率の合計が最大と

なると計算された。しかし結果をみると，食品工場の規模

が小さくなるため燃料が大きく余剰となっていることがわ

かる。これは熱の余剰を下げる方向に最適化が進んでしま

うためであると考えられる。このため，ケース２として，

目的関数において，電力の自給率に重み (α＝ 50) をかけ

ることで電力の自給率を達成することを優先させた場合

は，食品工場規模が10倍となり，電力の自給率は向上する

ものの，食品工場の燃料は逆に不足する形となる。一方で

漁船の燃料も過剰となっているため，この分を食品工場に

回すこことも可能であると考えられる。ケース３は，食品

工場の熱の需給を100％に近づくように制約を行ったもの

である。食品工場規模0.8倍，漁港規模0.5倍，CGSが112 

kWと標準ケースに規模が近い形となり，ほぼ熱を使いき

る状況となり電力自給率も向上しているが，食品工場の燃

料供給が不足する形となった。また電力を100％とする制

約での最適化を行ったが，最適解を得ることはできなかっ

た。

 

考　　察

　計算結果に示すように，エネルギーフローモデルの各パ

ラメータを変更させた場合の検討が可能になった。本研究

においては，入手できるデータに基づいて，漂着ゴミの回

収規模，食品工場の規模，漁港の規模を設定したが，これ

らの想定では，電力，熱，燃料の自給率を同時に100％近

くにすることは困難であることがわかる。漂着ゴミの回収

規模，食品工場の規模，漁港の規模は，地域の特性として

外生的に決まるものであり，これらのパラメータは簡単に

は変更できない。変更できるパラメータは，CGS容量など

であるが，CGS容量のみでは，電力，熱，燃料の自給率を

総じてバランス良く向上させることは難しい可能性が示唆

された。CGSが作り出す電力は売電や蓄電が可能である。

しかし売電の単価や安くなる傾向であり，蓄電システムの

導入はコストが増加しシステムの経済性が低くなる。また

熱は余剰になると蓄熱しておくことが困難であるため，そ

の場での消費が求められ，熱を余らせると全体のエネル

ギー効率が低下してしまう。このため，熱を100％使いき

る形で，CGS発電規模を調整していくことが現実的である。

最適化モデルのケース３などであれば，燃料不足分は外部

から投入するために現実的であると考えられる。
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　また，今システムでは，食品工場向けのバイオメタノー

ルが余った場合，漁船への燃料供給やボイラー等で工場に

必要な熱に変換することも可能である。本推計システムの

構成では，最適化モデルの構成が複雑になるため計算を

行っていないが，今後，蓄電システムの導入，燃料の貯蔵・

融通なども含めた最適化モデルを構築していくことによ

り，自給率をバランスよく向上させることが可能な解が見

つかる可能性があると考えられる。

結　　論

　バイオメタノール合成炉により，漂着ゴミからメタノー

ルが製造できた場合，どの程度の規模で電力や燃料が供給

可能であるかの，基礎的な推計を実施した。具体的には漂

着ゴミなどの沿岸バイオマスから得られたバイオメタノー

ルによる熱・電力・燃料併給システムのエネルギーフロー

を簡易に計算する表計算シートを作成した。またCGS規模

などを求める最適化モデルをあわせて構築することが可能

となり，沿岸水産施設のエネルギー自給率の向上の可能性

を示すことができた。しかしバイオメタノール合成炉での

漂着ゴミを処理事例は未だないため，今後技術的な条件を

検討していく必要があると考えられる。漂着ゴミの利用が

可能となれば，船舶への燃料供給可能性が広がっていくと

考えられる。また一方で本モデルでは，経済性の検討や

CO2等の温室効果ガス排出量の計算を行っておらず，今後

の課題として検討していく予定である。CO2排出量に関し

ては，木材系の漂着ゴミ，廃棄魚，食品残渣から製造され

たバイオメタノールは，カーボンニュートラルとして，燃

料しても排出量を参入する必要はないと考えられるが，漂

着ゴミのうちの発泡スチロールなどの廃プラスチック分に

ついては，CO2排出量の評価方法を検討する必要がある。

以上のように本研究においては，入手できるデータに基づ

いて基礎的な計算のみを実施したが，今後より詳細な検討

を行っていく必要がある。
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